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スタートアップのスケールを実現するビジネスモデ

ル構成についての探索的研究  
 

＜論文要旨＞ 	

本研究は、スタートアップが爆発的な成長(スケール)を実現するビジネスモ

デルの構成を明らかにすることを目的とする。既存研究で主流であった要素還

元的なアプローチに対し、本稿では要素間の相互作用に着目する構成論的アプ

ローチを採用した。  Fast Company が選出する革新的企業 50 社を対象に、ビ

ジネスモデル・キャンバスの 9 要素を用いたクラスタリング分析を行った結

果、成長を実現する 5 つの成功類型(共通基盤展開型、文脈編集型、実業深化

型、知財開放・エコシステム型、専門実務代行・埋め込み型)を特定した。各

類型は、標準化と自動化の結合や、専門実務の物理的埋め込みといった独自の

因果メカニズムを内包している可能性が示唆された。結論として、スケーラビ

リティとは単一要素の優劣ではなく、要素同士が論理的に結びついた「構成」

によって決定されることが明らかになった。  
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1．研究背景 

近年、革新的なビジネスモデルによって急速な成長を果たしたスタートアップの事

例が数多く見られ、そのビジネスモデルへの関心が高まっている。たとえば

Duolingoは、語学学習に不可欠とされてきた講師による個別指導を、アプリ上の練

習問題として標準化することで、多くの人に低コストで同じ学習体験を届けられる仕

組みを作りあげた。さらに、この学習の仕組みを語学だけでなく、数学や音楽などに

も広げることで、市場拡大を実現した。 

このように急成長するスタートアップをはじめとして、既存のビジネスモデル研究

が焦点を当ててきたテーマの一つは、どのようなビジネスモデルが優れた業績に結び

付くかである。たとえばビジネスモデルの代表的な実証研究の一つである Zott & 

Amit (2007)は、e-business分野のスタートアップ企業を対象に、ビジネスモデルの

設計が業績にどのように影響するかを調査している。 

既存の実証研究は、Zott & Amit (2007)のようにビジネスモデルを構成要素ごとに

分解し、それぞれが業績へ与える影響を分析するものがほとんどである。しかし、ビ

ジネスモデルは各要素が独立に作用するというより、要素間の相互作用によって機能

する側面が強く、特定の要素が存在するか否かだけでは、企業の業績の違いを十分に

説明しにくいという課題がある(Leppänen, 2023)。また、井上 (2021)が指摘するよ

うに、ビジネスモデルは要素還元にしにくい性質をもっており分解された要素を単純

に足し合わせてもビジネスモデル全体の機能を説明しきることは難しい。その結果、

業績へ影響を与える構成要素のリストは揃っていく一方で、ビジネスモデル全体とし

ての要素の組み合わせ(Configuration)は相対的に軽視されてきた。 

このような課題に対処するためには、個別の要素の影響ではなく、相互作用や関係

性に注目する全体論的アプローチ(Holistic Approach)が必要となる(Baden-Fuller & 

Morgan, 2010; Täuscher & Abdelkafi, 2018)。いくつかの研究はこのアプローチを

もとに 優れた業績につながるビジネスモデルの構成を明らかにしようとしている。

たとえばAversa et al. (2015)はF1業界を対象に定性比較分析(QCA)の手法を行い、

技術供給と人材育成のモデルからなる組み合わせが高業績に繋がることを示してい

る。 
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一方でこのようなアプローチに基づく研究は依然として蓄積が少なく、業界横断的

に優れたビジネスモデルの構成を特定するには至っていない。 

以上の背景を踏まえ、本研究はビジネスモデルの要素の組み合わせに着目する全体

論的アプローチを採用し、スタートアップに焦点を絞って、爆発的成長を実現するス

タートアップのビジネスモデルの構成を明らかにすることを目的とする。 

2．先行研究 

2.1 ビジネスモデル研究における要素還元アプローチと全体論的アプローチ 

経営学におけるビジネスモデル研究の主要テーマの一つは、どのようなビジネス

モデルが優れた業績に結び付くかという問いである。近年の研究動向について、Foss 

& Saebi (2017)は、ビジネスモデル文献の進展が「(1)ビジネスの分類としてのビジ

ネスモデル、(2)企業業績の先行要因としてのビジネスモデル、(3)イノベーションの

単位としてのビジネスモデル」という3つの潮流にわかれると整理し、(2)企業業績の

先行要因としてのビジネスモデルの重要性を指摘している。 

この分野の既存研究の多くは、ビジネスモデルを構成する要素に分解することで複

雑なシステムを単純化し、個々の要素の効果を検証することで全体を理解しようとす

る要素還元主義的なアプローチを採用してきた。 

初期の実証研究では、e-business領域を起点に、ビジネスモデルを設計要素や枠組

みとして分類し、企業業績との関係を明らかにする試みが主流であった。例えば、

Amit & Zott (2001)は、アメリカおよびヨーロッパのe-business企業59社がいかに価

値を創出するかを検討し、その源泉を「効率性(Efficiency)」、「相補性

(Complementarities)」、「ロックイン(Lock-in)」、「新奇性(Novelty)」という4

つの相互依存的な次元に求めた。さらにその後の一連の研究で彼らは、これらの設計

テーマと企業パフォーマンスの関係を実証的に分析し、特に「新奇性」を中心とした

ビジネスモデル設計が、起業家的企業の業績にとって重要であることを示唆している

(Zott & Amit, 2007; Zott & Amit, 2008)。 

その後、研究対象はe-businessのスタートアップから一般産業へと拡張され、

Osterwalder & Pigneur (2010)の「ビジネスモデル・キャンバス」に代表されるよう
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に、構成要素を網羅的に整理するフレームワークの開発が進んだ。 

しかし、要素のリスト化が進む一方で、実証研究に適した分類や測定尺度の開発は

発展途上であり、分解された要素を単純に足し合わせてもビジネスモデル全体の機能

を説明しきれないという課題も指摘されている(井上, 2021; Leppänen, 2023)。 

Baden-Fuller & Morgan (2010)は、こうした各構成要素が業績に与える影響を多

変量解析を用いて測定する主流のアプローチに対し、要素還元だけではビジネスモデ

ルの核心である「因果の束(Bundles of Causality)」を捉えにくいと述べている。こ

の因果の束とは、顧客への価値提案、活動システム、収益メカニズムといった各要素

が、互いに原因と結果として絡み合い、不可分なシステムとして機能している状態を

指す。また、既存の分類は単一産業の観察に基づく「分類学的(Taxonomic)」な試み

が多く、顧客、内部組織、収益化というビジネスモデルの主要側面を完全に扱えてい

なかったり、文脈の変化に強い類型が不足していたりすると指摘されている(Baden-

Fuller & Mangematin, 2013)。 

ビジネスモデルという概念の本質的特徴は、要素の単純な総和ではなく、それらの

組み合わせ方、すなわち「構成(Configuration)」によって企業のパフォーマンスを説

明しようとする点にある。Baden-Fullerらは、ビジネスモデルを「顧客・組織・金銭

の間の因果関係の本質を捉えた簡潔な特徴付け」であり、構成(Configuration)の特別

な例であると定義している。したがって、ビジネスモデルによって業績を説明するた

めには、単一要素の有無よりも、要素間の相互作用を含んだ組み合わせを明らかにす

る研究が必要となると彼らは主張する。 

こうした全体論的アプローチ(Holistic Approach)において、もっとも一般的に用い

られているのは定性比較分析(QCA)の手法である。業界を限定した形にはなるものの

優れたビジネスモデルの構成に焦点を当てての研究蓄積が試みられている。具体的に

は、F1(フォーミュラ 1)におけるビジネスモデル構成とパフォーマンスの関係を QCA

で検討した Aversa et al. (2015)や、広告・建築・デザインといったクリエイティブ産

業のマイクロ企業におけるビジネスモデル構成の類似性と多様性を定性的ケーススタ

ディで検討した Pfeifer et al. (2017)の研究が挙げられる。また、Leppänen et al. (2023)

は、インターネット関連企業における新奇性や効率性といった価値ドライバー、競争

戦略、外部環境の構成がパフォーマンスに及ぼす影響を fsQCA を用いて検討してい

る。 
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このように限られた業界において優れたビジネスモデルの構成を特定する研究は行

われているものの、業界横断的に通用するビジネスモデルの構成に焦点を当てた調査

は依然として十分ではない。そのため、どんな業界であっても成功に結びつくビジネ

スモデルの構成はどのようなものなのかを類型化して示すこと自体が、重要な研究課

題となりうる。 

2.2 スタートアップにおけるビジネスモデル研究 

 業界に制約されないビジネスモデルの構成を特定することは、特にスタートアップ

の文脈において重要である。その理由は、どのようなモデルを採用するかによって、

爆発的な成長、すなわち「スケール」の実現可能性が決定的に左右されるためである

(Coviello et al., 2024)。 

スタートアップは、確立された大企業とは異なり、著しい資源制約と高い不確実

性、そして市場形成の渦中にあるという特殊な条件下に置かれている。そのため、単

なる製品の機能的優位性よりも、ビジネスモデルの巧拙が成長を左右しやすい傾向に

ある(Chesbrough, 2007)。ビジネスモデルの設計は、既存企業よりも経路依存性や組

織慣性に縛られることの少ないスタートアップにとって、極めて重要な課題である 

(Zott & Amit, 2008)。 

 特に、企業のスケールの要因となる「スケーラビリティ」については、いくつかの

重要な研究が行われてきた。スケーラビリティとは企業の技術アーキテクチャ、組織

アーキテクチャ、およびビジネスモデルの間の整合性を管理し、達成することによっ

て開発される通常の組織的能力 (Coviello et al., 2024)のことを指す。 

これらの能力はビジネスモデルの構成と密接に結びついている。スケーラビリティ

は資源を追加した際にアウトプットを必要に応じて拡大できる能力であり、優れたビ

ジネスモデルを設計できれば投入した資源よりも大きな価値に変換できるためである

(Nielsen & Lund, 2018)。 

 これらの研究は、スケールにおけるビジネスモデルの重要性を指摘している。しか

しその一方で、Coviello et al. (2024)でも示唆されているように、具体的に「どのよ

うなビジネスモデルの構成」がスケーリングに影響を与えるかまでは、十分に解明さ

れていない。 
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2.3 既存研究の課題とリサーチクエスチョン 

ここまで述べてきたとおり既存研究では、特定の業界や文脈に限定して、優れたビ

ジネスモデルの要素や構成を明らかにしようとする試みが蓄積されつつある。しかし、

業界を横断して通用しうるビジネスモデルの構成に焦点を当て、それを体系的に類型

化する研究は依然として十分とは言えない。ビジネスモデルは単一要素の優劣ではな

く、複数要素の相互作用によって価値創出・獲得の仕組みが成立するという性質をも

つため、業界横断的な観点からどのような構成が成功に結びつきやすいのかを明らか

にすること自体が、重要な研究課題となる。 

とりわけスタートアップ研究においては、ビジネスモデルが急速な成長を左右する

ことは広く指摘されてきた一方で、具体的にどのようなビジネスモデルの構成がスケ

ーリングに影響するのかは十分に解明されていない(Coviello et al., 2024)。したがっ

て、スケールするスタートアップに共通して観察されるビジネスモデルの類型やパタ

ーンを抽出し、要素の組み合わせとして整理して提示することは、学術的にも実務的

にも急務である。以上の問題意識に基づき、本研究では次のリサーチクエスチョン

(RQ)を設定する。 

RQ：スタートアップにおいて、どのようなビジネスモデルの構成がスケールを実現

するのか。 

3．リサーチデザイン 

3.1 分析対象 

スケールするビジネスモデルの構成を明らかにするにあたり、本研究では米国ビジ

ネス誌『Fast Company』が選出する「The World’s 50 Most Innovative Companies 

of 2025」にランクインした企業50社を分析対象とする。同ランキングは、スタート

アップを「革新性(Innovation)」「影響力(Impact)」「適時性(Timeliness)」「関

連性(Relevance)」の4つの観点から評価している。すなわち、市場において新奇性

や成長可能性といった側面で高く評価されたサンプルとして位置づけられるため、本

研究が目的とするスケールと結びつくビジネスモデル構成の探索に適している。ま
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た、業界横断的にスタートアップを選定しているため、特定業界に依存しないビジネ

スモデル構成のパターンの特定が可能である。また、スケールの客観的指標としてス

タートアップ・データベース「Crunchbase」で総資金調達額等を確認した。その結

果、データのある45社には上場企業や多数のユニコーン企業が含まれ、大規模な経済

的価値の創出が裏付けられた。なお、残る5社は非公開または自己資金型のためデー

タなしとしたが、選出基準により市場への影響力は担保されていると判断し、分析対

象に含めた。分析対象企業は図表1のとおりである。  

 

図表1 分析対象企業一覧 

 



 

- 7 - 
 

3.2 分析方法 

本研究ではスケールするビジネスモデルの構成を明らかにするために、定量的アプ

ローチと定性的アプローチを組み合わせて分析を行った。 

まず、各企業の公刊資料をもとに分析対象の企業の構成要素をコーディングした。

次に、いくつかのクラスタリング手法を用いてビジネスモデルの構成要素のパターン

を特定した。本分析は構成的類型化(Typology Building)を目的とした探索的研究で

ある。したがって、データの構造を探索する「階層クラスタリング」と、そのクラス

タの精度を高める「k-meansクラスタリング」を組み合わせたアプローチを採用し

た。 

最後に各クラスターにおける5社の代表事例とともにビジネスモデルの構成がスケ

ールにつながる因果関係についても解釈を行った。これらの手順は探索的であり、サ

ンプルサイズも50社と限定的であるため、結果の一般化には慎重さを要する。しか

し、成功したスタートアップ内部に存在するスケールのパターンを可視化するという

本研究の目的においては、極めて有効な手法である。 

3.3 変数の測定とコーディング 

各企業のビジネスモデルは、Osterwalder & Pigneur (2010)によって提唱された

「ビジネスモデル・キャンバス(BMC)」の9つの構成要素に基づいて評価を行った。

これらの指標は、単独での優劣ではなく、要素間の組み合わせとしてのパターン(構

成的特徴)を捉えるために用いられる。 

各要素のスコアリングにあたっては、クリエイティブ産業におけるビジネスモデル

測定の枠組みを提示したPfeifer et al. (2017)の研究に基づき、1(低)から5(高)の5段

階のリッカート尺度を用いた。各スコアの定義は図表2の通りである。コーディング

に必要な情報は、『Fast Company』の特集記事、スタートアップ関連のデータベー

ス、各社の公式ウェブサイトなどから収集した。収集されたデータを的確に判断して

その評価の客観性を担保するため、生成AI「Gemini」を用いて50社の一次スコアリ

ングを行い、4名の評価者が独立して出力されたスコアリングの精査を行い、評価が

分かれた箇所については議論を経て最終的なスコアを一つに定めた。また、AIによる
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バイアスの転移を防ぐため、10社については評価者4名のうち2名はAIのスコアを伏せ

た状態で独立してスコアリングを行い、その後にAIの出力結果と比較・精査する手続

きを採用した。比較の結果、一致度は78%であり、妥当性が確認できた。 

 

図表2  Pfeifer et al. (2017)に基づくビジネスモデル構成要素の評価基準 

 

3.4 分析手順 

各変数は距離計算における影響を均等化するため、z-scoreによる標準化を行っ

た。これにより、特定の要素のみ分散が大きくなることを防いでいる。最終サンプル

は、ビジネスモデルキャンバスの 9要素を 5段階尺度で測定したスタートアップ 50

社のデータであり、欠損値は存在しなかった。 

クラスタ数を事前に仮定しない探索的分析として、まず階層クラスタリングを行っ

た。距離指標はユークリッド距離により測定し、Ward 法を用いて凝集係数を計算し

た。なお、距離と連結法の選択が結果に与える影響を考慮し、平均連結法や完全連結

法を用いた場合でも主要な解釈が大きく変わらないかを補助的に確認した。 
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クラスタ数はデンドログラムおよび凝集係数をもとに決定した。具体的には、結合

距離と凝集係数が急激に増加するポイントを確認し、その直前のクラスタ数として 4

から 6のクラスタ数を候補とした。階層クラスタリングではクラスタ数の決定が恣意

的になりやすいため、1社のみのクラスタが多発しないか、各クラスタのサイズが極

端に小さすぎないかといった点に留意した。最終的には、抽出された類型がスケール

するビジネスモデルの論理として解釈可能かを考慮し、クラスタ数を 5に定めた。 

さらに、クラスタ数を 5に固定し、k-means 法によりクラスタの精度を高めた。

階層クラスタリングで探索し、k-means 法で精査するという二段階手続きは、多く

の学術研究で用いられる標準的なアプローチである。複数の初期値から反復を行い、

最終的なクラスタの中心と割当が安定する解を採用した。 

最後に各クラスタについて、標準化されたビジネスモデルキャンバスの 9要素の平

均を算出した。ラベリングは、9要素プロファイルの特徴(どの要素が相対的に高

い、あるいは低いか)に加え、クラスタに含まれる企業の実際の事業内容から総合的

に判断した。 

4．分析結果と考察 

分析の結果、Most Innovative Companyに選出された50社は以下の5つのクラスタ

に集約された。ここでは、ビジネスモデル・キャンバス(BMC)の9要素を用いたクラ

スタリング分析によって特定された、スタートアップがスケールを実現するための5

つのビジネスモデルの構成(Configuration)について詳述する。 

4.1 クラスタ分析の結果：5 つの成功パターン 

分析の結果、スケールするスタートアップのビジネスモデルの構成は以下の5つの

クラスタに分類できることが明らかになった。図表3は5つのクラスタにおける各変数

の平均値を示している。なお、各BMC要素の強弱(High/Low)については、標準化ス

コアの分布特性に基づき、平均から一定の乖離(±0.3および±0.8)が見られる項目を

特徴的な要素として抽出した。 
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図表 3 各クラスタにおけるビジネスモデルの構成要素の評価スコア平均値 

 

4.2 各クラスタの詳細分析 

4.2.1 クラスタ 1：共通基盤展開型 

「共通基盤展開型」とは、提供価値(VP)を標準化された単一モジュールに限定

し、サービス提供に伴う労働集約的な活動(KA)を排除または自動化することで、追

加的な提供コスト(限界費用)を限りなくゼロに近づけるビジネスモデルの構成であ

る。言い換えれば、価値提供の中核を誰に対しても同じ形で提供できる共通基盤とし

て設計し、個別のカスタマイズによるコストが増えない仕組みを先に作り込むこと

で、顧客数の増加がそのままスケールに結びつくモデルである。 

クラスタリングの結果からは、「共通基盤展開型」に属する企業群は、VP(提供価

値)およびKA(主要活動)のスコアが相対的に低い一方で、TS(顧客セグメント)や

CH(チャネル)のスコアは高いという特徴が見て取れる。VPとKAのスコアが低いこ

とは、価値提案が単純で標準化されており、主要活動も特定タスクに絞り込まれてい

ることを意味する。すなわち、カスタマイズを意図的にしないことで、コストを増や

さずにサービスを提供できる。 

この設計は、国境・言語・産業といった制約に左右されにくく、複数の顧客セグメ

ント(TS)への横展開を容易にする。KA(主要活動)を共通基盤の維持に集約すること

で、追加の調整コストをほとんど伴わずにチャネル(CH)を通じた拡販が可能とな

り、結果として極めて低い運用コストのまま範囲の経済を発揮しやすい。こうした構

造により、市場を地理的・分野的に拡張し続けながら、高いスケーラビリティと高収

益性を同時に実現しうる。 
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 代表事例として挙げられるのはランキング10位のDuolingoだ。Duolingoは、語学

学習市場における従来の労働集約的な対面指導モデルを構造的に破壊し、世界最大の

教育プラットフォームへと成長した事例である。同社のビジネスモデルにおける決定

的な新奇性は、顧客ごとのカスタマイズを戦略的に放棄し、提供価値を「極限まで標

準化された単一モジュール」に限定した点にある。従来の教育事業者が陥る「生徒数

の増加に比例して講師の人件費や管理コストが増大する」というジレンマに対し、

Duolingoは全ユーザーへ同一のマイクロ学習ドリルを提供するアプローチを採用す

ることで、人間による指導・調整プロセスを物理的に排除した。その代替としてAIア

ルゴリズム(Birdbrain等)による自動生成と難易度調整を導入し、サービス提供にお

ける限界費用を実質的にゼロにする構造を確立している。 

 この活動の排除と自動化によって構築された高度な「学習エンジン」は、単なるコ

スト削減にとどまらず、強力な「範囲の経済(Economies of Scope)」を創出してい

る。同社は、言語学習で洗練させたユーザーインターフェースやゲーミフィケーショ

ンの基盤を、追加の巨額投資なしに「数学」や「音楽」といった隣接領域へ横展開す

ることで、複数のマス市場を同時に、かつ迅速に制圧することを可能にした。結論と

して、Duolingoは教育サービスを「人による役務」から「複製可能なデジタル製

品」へと変質させた点に本質的な新奇性を有しており、共通基盤の多目的利用によっ

て限界費用を抑制しながら異分野へ拡張し続けるメカニズムが、教育産業において類

を見ないスケーラビリティを実現している。 

 

図表 4 共通基盤展開型におけるスケールの論理 
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4.2.2 クラスタ 2：文脈編集型 

「文脈編集型」とは、顧客ごとに異なる固有の背景や課題(文脈)を深く読み解き、

競争優位の源泉であるプロデューサーや専門家といった人的資源を用いて、外部の機

能やリソースを柔軟に組み合わせ(編集)、高度にカスタマイズされた解決策を提供す

るモデルである。 

このクラスタは、著しく低いスコアの要素が存在せず、特にVP(提供価値)、

CH(チャネル)、CR(顧客関係)、KP(主要パートナー)、およびCS(コスト構造)がい

ずれも非常に高く算出される点に特徴がある。これは、バリューチェーンの重荷とな

る物理的工程をオープンネットワークによって外部化し、固定費を抑えることで、浮

いた経営資源を顧客の文脈理解とソリューションの編集という創造的プロセスへ集中

的に投下しているためである。これにより、本来コストが高くなるフルカスタマイズ

(VP)の実現を可能にするだけでなく、品質を正しく評価してもらうことが難しい

「文脈依存的」な製品サービスを、既に市場で信頼を得ている有力な仲介者(CH)を

通じて流通させることで、プレミアム価格での販売を可能にしている。この構成は外

部パートナー(KP)のリソースを自社の文脈に合わせて編集し、深い顧客関係(CR)を

通じて提供する必要があるため、全体として要素間の結合度が強く、結果として特定

の弱点を持たない高水準のバランス型となる。 

 代表事例として挙げられるのはランキング 15位の pgLangだ。著名なラッパーであ

る Kendrick Lamarと映像作家の Dave Freeによって設立された同社は、レコード

レーベルや映画スタジオといった既存の枠組みを超え、音楽、映像、テクノロジー、

ファッションといった多領域を横断するクリエイティブ・カンパニーである。同社の

ビジネスモデルにおける決定的な新奇性は、自社で工場や配信プラットフォームとい

った物理的・インフラ的資産を保有せず(KR)、プロジェクトごとに最適な外部パー

トナーと結合する「オープン・ネットワーク」戦略にある。 具体的には、ミニマリ

スト向け携帯電話「Light Phone」の開発においてはテクノロジー企業 Light社と、

短編映画の制作においては高級ブランド Chanelと、金融教育キャンペーンにおいて

はフィンテック企業の Cash Appと提携している。pgLangはこれらの提携におい

て、製品の製造や金融決済基盤といった「機能的要件」はパートナー企業（外部リソ

ース）に委ね、自らは、作品のコンセプト設計や映像表現に経営資源を集中させてい
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る。この構造により、同社は携帯電話製造やアパレル生産といった重厚な固定費を負

担することなく、パートナー企業の持つ確立されたチャネルと信用力を活用して、自

社の文脈が吹き込まれたプロダクトをプレミアムな価値として市場に浸透させてい

る。結論として、pgLangのモデルは、物理的制約からの解放と、異業種の信頼ある

チャネルとの結合を同時に達成することで、一企業が単独では成し得ない多角的な領

域へのスケーラビリティを、極めて身軽な資産構成のまま実現しているといえる。 

 

図表 5 文脈編集型におけるスケールの論理 

 

4.2.3 クラスタ 3：実業深化型 

「実業深化型」とは、事業ドメインを特定領域に限定し、顧客体験に関連する活動

を自社内に取り込むことで、没入的なブランド体験と、そこから派生する収益の総取

りを実現するモデルである。 

このクラスタは、RS(収益の流れ)やVP(提供価値)、KA(主要活動)のスコアが高

い傾向にある。一方で、TS(顧客セグメント)は著しく低く、KR(リソース)も低いス

コアを示す。これは、マス市場(TS)への拡大や資産の保有(KR)による完全な垂直統

合を避けつつ、顧客体験の質を決定づける複数の活動(KA)については自社へ集約し

ていることを示している。この活動の結合によって、各プロセスがシームレスに接続

され、顧客の文脈に合わせた没入的な体験(VP)が創出される。その結果、顧客がそ

のサービスの経済圏へ留まるため、企業はメインの収益だけでなく、その中で発生す
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る関連サービスの全てを収益として取り込むという高収益な構造(RS)を実現してい

る。すなわち、広範な市場(TS)を追わずに特定のドメインへ活動(KA)を集中させる

ことが、他社には模倣困難な体験(VP)を生み出し、それが顧客を囲い込むことで、

単一製品にとどまらない多層的な収益獲得を可能にする。 

代表事例として挙げられるのはランキング13位のCava Groupだ。Cava Groupの

事例は、外食産業における「品質維持」と「規模拡大」のトレードオフに対する独自

の解を示している。同社は、地中海料理という特定領域に事業ドメインを厳格に限定

し、その専門性を梃子として差別化を図っている。特筆すべきは、単なる店舗網の拡

大ではなく、「Cava Production Center (CPC)」という製造ハブへ戦略的に関連活

動を集約させた点にある。この高度な自社生産拠点は、店舗用食材の供給のみなら

ず、小売チャネル向け製品(CPG)の製造を一元的に担う。これにより、同社は重厚

な垂直統合の非効率性を回避しつつ、ブランドの核となる味と品質を完全に統制し、

レストランという「非日常」と家庭での「日常」をシームレスに接続する基盤を構築

したのである。 

この構造的特徴は、顧客に対して単一の食事提供を超えた、文脈に基づく没入的な

ブランド体験を創出している。ここにこのビジネスモデルの顕著な新奇性が存在す

る。すなわち、レストラン事業と CPG事業が相互に顧客を紹介し合う「好循環」が

機能しており、特に小売製品が市場においてブランドの「ビルボード(広告塔)」とし

て機能することで、高額な広告宣伝費を抑制しながらの認知拡大が可能となってい

る。結果として、同社は店舗展開の物理的制約を超え、顧客の生活圏全体から補完的

な収益を効率的に獲得するという、極めて高いスケーラビリティを実現していると結

論付けられる。 

 

図表 6 実業深化型におけるスケールの論理 
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4.2.4 クラスタ 4：知財開放・エコシステム型 

「知財開放・エコシステム型」とは、自社で開発した知的財産(プロトコルや技術)

を「オープンな共通基盤」として外部に開放し、パートナーによる自律的な拡張と補

完財からの収益化を図るモデルである。 

このクラスタは、KP(パートナー)のスコアが非常に高い一方で、CR(顧客関係)の

スコアが低く算出されるという特徴を示す。これは、物理的な製造設備などの資産

(KR)を保有せず、競争力の源泉を技術、プロトコル、ブランドといった無形の「知

的財産」に備えていることに起因する。この知財を独占せずに「オープンな共通基盤

(KP)」として戦略的に開放することで、外部パートナーやユーザーが自律的に開

発・販促を行うメカニズム(CR)が機能し、企業側の資源が限られていてもエコシス

テムが自動的に拡張していく。結果として、自社でマス市場(TS)を開拓せずとも、

基盤の普及に伴ってその上で稼働するアプリやサービスといった補完財から構造的な

収益(RS)を得ることが可能となり、最小限の資産で最大のスケーラビリティを実現

している。すなわち、自らは特定の顧客セグメント(TS)を直接狙いにいくことな

く、高度な知的財産の開発・維持(KA)に特化することで、他社には模倣困難な基盤

価値(VP)を創出し、そのレバレッジ効果によって自社の規模を遥かに超えた収益獲

得(RS)を可能にする論理的整合性を備えている。 

代表事例として挙げられるのはランキング17位のBlueskyだ。Blueskyは、既存の

中央集権的プラットフォームが抱える構造的限界に対する明確なアンチテーゼとして
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設立された公益目的法人(PBC)であり、そのビジネスモデルは「知財開放・エコシス

テム型」の論理を体現している。同社の競争優位の源泉は、物理的インフラや顧客デ

ータの囲い込みではなく、分散型ソーシャルネットワークの通信規約「AT 

Protocol(Authenticated Transfer Protocol)」という知的財産の保有に求められる。

既存大手がアルゴリズムをブラックボックス化しエコシステムを統制するのとは対照

的に、Blueskyはこのプロトコルをオープンな共通基盤として戦略的に開放している

点に特質がある。特筆すべきは、サードパーティに対してクライアントアプリやアル

ゴリズム(カスタムフィード)の自由な構築を許容している点であり、これにより自社

の開発リソースに依存しない多層的な価値創出を確立している。 

この構造的特性により、ユーザーは多様な選択肢から自律的に機能を組み合わせる

ことが可能となる。その結果、企業側が個別の機能開発やユーザー獲得を行わずと

も、外部主体の活動自体がネットワークの価値を高め、エコシステムが自動的かつ指

数関数的に拡張されるメカニズムが機能している。収益モデルにおいても、人々の注

目(アテンション)が希少かつ価値ある資源となり、それ自体が経済的価値を持つ仕組

みであるアテンション・エコノミーからの脱却を掲げ、基盤の普及に伴って構造的に

需要が高まるカスタムドメインやホスティングサービスといった補完財による収益化

を実現している。総じて、プロトコル(基盤)とアプリケーション(体験)を分離し、外

部資源をレバレッジして成長を加速させる同社のモデルは、プラットフォームへのロ

ックインを構造的に排除するという市場における顕著な「新奇性」をもたらすと同時

に、中心的な管理主体のリソース制約から解放された、極めて高い「スケーラビリテ

ィ」を実現していると言える。 

 

図表 7 知財開放・エコシステム型におけるスケールの論理 
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4.2.5 クラスタ 5：専門実務代行・埋め込み型 

「専門実務代行・埋め込み型」とは、顧客にとって負担の大きい特定の専門性を持

つ業務を包括的に代行し、顧客に物理的・システム的に「埋め込まれる」ことで、強

力なロックインと長期間の継続収益を確保するモデルである。 

このクラスタは、高いVP(提供価値)を示す一方で、CS(コスト構造)は低い値に留

まるという特徴を持つ。これは、顧客が自社で行うには困難な「特定の専門実務

(KA)」を代行することで高い提供価値(VP)を創出しつつ、その維持管理を労働集約

的な人的対応ではなく、物理的・システム的な「埋め込み」によって自動化・構造化

していることに起因する。この構造的な埋め込みは、顧客ニーズへの深い適合と代替

困難な「パーソナライズド・ロックイン」を生み出し、利用料や削減額シェアといっ

た長期安定的な「継続収益(RS)」の独占を可能にしている。すなわち、強力なチャ

ネル(CH)を通じて顧客の業務へと入り込み、一度実装されれば人的リソースを過度

に割かずとも高いスイッチングコストにより顧客を維持できる、極めて高効率なスト

ック型ビジネスの論理が成立している。これにより、通常は労働集約的になりがちな

実務代行を行いながらも、顧客数の増加が管理コストの比例的な増加を招かないとい

う、スケーラビリティにとって決定的なコスト構造の分離が達成されている。 

代表事例として挙げられるのはランキング25位のBudderflyだ。Budderflyは、顧

客の設備の省エネ化を行う企業である。特に注文から提供までが非常に速く、効率的

なサービスを特徴とするQSR(Quick Service Restaurant)や小売フランチャイズ等の
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多店舗展開企業を対象顧客としている。同社は設備投資リスクという従来、顧客の省

エネ化を抑制していた原因に対して、「Energy Efficiency as a Service(EEaaS)」

を通じてリスク構造を根本的に転換させた点で特筆される。同社のビジネスモデルに

おける戦略的起点は、エネルギー効率化および設備管理という、高度な専門性と資本

を要する実務を顧客の業務プロセスから意図的に切り離し、自社で包括的に請け負う

ことにある。具体的には、Budderflyが自社資金を用いて高効率な空調システム

(HVAC)やIoTセンサー等の物理的資産を顧客施設内に「埋め込む」ことで、単なる

機器サプライヤーではなく、顧客のオペレーション深部に介入する不可欠なパートナ

ーとしての地位を確立している。 

この物理的・運用的統合は、顧客との間に極めて強固な個別対応関係を構築し、ス

イッチングコストを極大化させることで、競合他社の参入を構造的に排除する効果を

持つ。さらに、収益メカニズムにおいては、削減されたエネルギーコストの一部を原

資とする長期契約(平均10年)に基づくストック型収益を採用しており、これが高い収

益予測性とLTV(顧客生涯価値)の最大化を担保している。本事例の新奇性は、従来顧

客が負担していたCAPEX(設備投資)と運用リスクをサービス提供側が吸収するとい

う「リスクの非対称性」の解消にある。この障壁除去が、同一のオペレーション構造

を持つ無数のフランチャイズ店舗への迅速な複製を可能にし、物理的介入を伴うモデ

ルでありながら、極めて高いスケーラビリティを実現する原動力となっているのであ

る。 

 

図表 8 専門実務代行・埋め込み型におけるスケールの論理 
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4.3 考察 

本研究は、スタートアップがいかにしてスケーラビリティを実現するかについて、

探索的な分析を通じてその構成(Configuration)を明らかにするものである。分析の

結果から得られた5つの類型は、それぞれが異なる成長の論理を有しているが、それ

らを横断的に比較検討することで、スタートアップが直面する資源の制約と成長とい

うトレードオフを解消するための共通したアプローチが浮かび上がってくる。 

第一に、「共通基盤展開型」と「文脈編集型」の比較からは、スケーラビリティの

阻害要因となる「複雑性」をいかに処理するかという点において、対照的なアプロー

チが確認された。「共通基盤展開型」は、提供価値を極限まで標準化し、個別対応と

いう労働集約的なプロセスを徹底して排除することで限界費用を低減させている。こ

れは、確立された単一のモデルを多市場へ複製することで効率的な成長を目指すアプ

ローチといえる。一方で、「文脈編集型」は、顧客ごとの個別性が高い文脈に対応す

るため、物理的な工程を外部化(オープンネットワーク化)する道を選んでいる。自社

の経営資源をコアとなる無形の調整機能に集中させ、重荷となる実務プロセスを外部

主体に委ねることで、カスタマイズとスケーラビリティという、一見矛盾する要素の

同時達成を可能にしている。この両者の対比は、スケーリングの要諦が単一の正解

(例えば標準化のみ)にあるのではなく、自社がコントロールすべき領域と、システム

や外部市場に委ねるべき領域の「境界線の設計」にあることを示唆している。 

第二に、市場への浸透メカニズムに着目すると、「知財開放・エコシステム型」と

「専門実務代行・埋め込み型」(および実業深化型)の間には、市場支配力を獲得する

ための求心力の働かせ方に明確な差異が見いだせる。「知財開放・エコシステム型」

は、自社のコア技術やプロトコルをあえて「開放」し、外部パートナーの参画を促す

ことで、自社の資源保有量を超えた急速なネットワークの拡大を実現している。これ

は、内部資源に乏しいスタートアップが、短期間で市場標準を確立するために「所

有」よりも「接続」を選択した結果と解釈できる。対照的に、「専門実務代行・埋め

込み型」は、特定の顧客オペレーションや設備といった物理的接点を深く「所有・埋

め込み」することで、他社が模倣困難なスイッチングコストを備えている。あえて重

い業務を引き受けることが、一度入り込めば排除されない強力なロックインとして、

長期的な収益基盤を安定させているのである。 
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このように、デジタル技術やIoTの進展は、物理的な資産を持たずに拡張する求心

的なアプローチ(開放・接続)と、物理的な接点を梃子に深く入り込む遠心的なアプロ

ーチ(深化・埋め込み)の双方を可能にしている。本分析で抽出された類型に共通する

のは、単一の要素(サブスクリプションやプラットフォームなど)が成長を牽引してい

るのではなく、複数の要素が相互に補完し合っている点である。 

たとえば「実業深化型」において、ターゲットの限定が没入的な体験の質を高め、

それが結果としてエコシステム内での補完財収益を最大化するという論理構造は、い

ずれか一つの要素が欠ければ機能しない。すなわち、優れた業績や急成長は、個々の

戦術の優秀さよりも、ビジネスモデル全体としての要素間の整合性によってもたらさ

れるといえる。 本研究の結果は、成長を志向する起業家に対し、自社のビジネスモ

デルを設計する際、これらの類型のような「勝ちパターン(構成)」を意識することの

重要性を示唆している。 

5．結論 

本研究では、スタートアップがいかにして爆発的な成長(スケール)を実現するかと

いう問いに対し、ビジネスモデル・キャンバス(BMC)を用いた定量的クラスタリン

グ手法によって探索的な調査を行った。50社のスタートアップの分析から得られた核

心的な結論は、スケールするビジネスモデルとは、優れた要素の単なる集合体ではな

く、要素同士が特定の論理の下で不可分に結びついた「構成(Configuration)」であ

るということだ。 

特定された5つの成功パターン―「共通基盤展開型」「文脈編集型」「実業深化

型」「知財開放・エコシステム型」「専門実務代行・埋め込み型」―は、それぞれが

全く異なる起点と構造を持ちながらも、要素間の相互作用によって「労働集約性の排

除」や「顧客との強固な関係性」といった成長の要件を満たしている。 

 本研究には、3つの主要な貢献がある。第一の貢献は、起業家・投資家に対し、ス

ケールするビジネスモデルを要素のチェックリストではなく、要素間の論理的な結び

つきを示す構成のパターンとして提供した点にある。これは、スケーラビリティを単

一要素の有無に還元するのではなく、システムとしての整合性から説明する新たな視

座を提供するものである。 
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 第二の貢献は、ビジネスモデル研究におけるアプローチの転換を具体化した点であ

る。既存のビジネスモデル研究は、個別の要素(例：フリーミアムの有無)の効果を検

証する傾向があった。これに対し本研究は、Leppänen et al. (2023) が主張する「構

成(Configuration)」アプローチを採用し、要素間の相互作用、すなわち「因果の

束」こそがスケーラビリティの源泉であることを実証的に示した。 

 第三の貢献は、スケーリングの動的な性質に関する理解を深めた点である。スケ

ーリングは直線的なプロセスではなく、市場検証後も続く実験とピボットの連続であ

る。本研究で特定された 5つの類型は、静的な設計図ではなく、Sheinの事例

(Wang, 2023)に見られるような、起業家志向(Entrepreneurial Orientation)と価値

ネットワークの再構築が動的に組み合わさった結果としての「成功パターン」であ

る。これは、ビジネスモデルを静的な受け皿としてではなく、動的な学習と適応のプ

ロセスとして類型を提示した点に意義がある。 

最後に本研究は、起業家や投資家に対し、要素のチェックリストではなく、模倣可

能な「構成のパターン(Archetypes)」を提供した。Nielsen & Lund (2018) はスケ

ーラビリティのパターン(流通チャネル追加やキャパシティ制約の排除など)を提示し

たが、本研究はそれをさらに包括的なビジネスモデル・レベルの類型へと昇華させて

いる。具体的な実務への適用として、以下の点が示唆される。 

 共通基盤展開型： 限界費用ゼロのスケーラビリティを目指すならば、顧客ごとの

カスタマイズを断固として排除し、徹底した標準化と自動化に投資すべきであること

を示唆する。 

 文脈編集型： フルカスタマイズとスケーラビリティを両立させるには、自社で全

てを抱え込むのではなく、物理工程の外部ネットワーク化(Open Network)と、信頼

ある仲介者の活用が不可欠であることを提示する。 

 実業深化型： マス市場を追わずとも、特定の「領域(Specific Domain)」に事業を

限定し、関連活動を自社へ集約することで、他社が模倣できない没入体験を創出でき

る。これにより、広告費に依存せずともエコシステム内の消費総取り(関連消費・補

完財の獲得)が可能になることを示す。 

 知財開放・エコシステム型： 自社のリソース制約を超えてスケールするために

は、核となる技術やプロトコル(知財)を囲い込むのではなく、あえて「開放」し、外
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部パートナーの自律的な活動を誘発すべきである。収益は基盤そのものではなく、そ

の普及に伴う補完財から得るという構造転換の有効性を示唆する。 

 専門実務代行・埋め込み型： 労働集約的になりがちな実務代行モデルであって

も、顧客オペレーションへの深い物理的・システム的な「埋め込み」によるロックイ

ンと、ストック収益化を組み合わせることで、強力なスケーリングが可能になる道筋

を示した。 

 本研究の課題として、分析対象が成功した「Most Innovative Company」等に限

定されており、いわゆる「生存者バイアス」の影響を受けている点が挙げられる。

Mihailova (2023) や Sanasi et al. (2023) が指摘するように、スケールに失敗した

企業や、市場検証後に停滞した企業との比較が不十分である。そのため、特定された

5つの類型が「成功の必要条件」なのか「十分条件」なのか、あるいは失敗企業も同

じ類型を採用しつつ実行で躓いたのかを厳密に識別できていない。 

 また、分析対象には地域的な偏り(欧米中心)が存在する。政策や制度的環境がビジ

ネスモデルに与える影響は大きい。本研究では、こうした外部環境要因がビジネスモ

デル構成に与える影響を十分にコントロールできていないという限界がある。 

 今後の展望として、長期的なシングルケーススタディや、大規模な縦断的データを

組み合わせ、企業が成長フェーズごとにどのようにビジネスモデル類型を移行(ピボ

ット)させていくかを解明するといった方向性が考えられる。特に、Norbäck et al. 

(2025) が示唆するように、ベンチャーキャピタル(VC)の存在がリスク選好やスケー

リング戦略に与える影響についても考慮に入れるべきである。 

 また、Sergeeva & Zott (2025) は、創業者の個人的価値観(例：創造的自由や誠実

さ)が、特定の活動を「分割不可能(non-divisible)」と認識させ、それが独自のビジ

ネスモデル構成につながることを示した。本研究で特定された「実業深化型」や「文

脈編集型」といった類型が、創業者のどのような認知的枠組みや価値観によって選択

されたのかを掘り下げることは、ビジネスモデルのミクロ的基礎(Microfoundations)

の理解に繋がる重要な課題である。 
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